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＜１＞ 新地方公会計制度に基づく財務４表について 

１ 背景 

現行の国・地方公共団体の財務会計制度は、一部の企業会計を除いて、現金収支に着目した単式簿

記が採用されており、歳入歳出の収支計算により決算書等を作成しています。この場合、資産や負債等

のストック状況が網羅的にわかりにくいことや行政コストが明示されないなどの問題も指摘され、財政状

況を総合的かつ長期的に把握するために企業会計的手法の導入が必要とされるようになってきました。 

このような状況のなか、平成１９年度において総務省により財務４表作成モデルが示されるとともに、

平成２１年度までに「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財

務４表の作成及び公表が要請されました。 

これを受け、本市では「総務省方式改訂モデル（以下「改訂モデル」）」を用いて普通会計及びその他

の市会計の財務諸表に加え、連携する一部事務組合、広域連合、土地開発公社、第三セクターを含め

た連結の財務４表を作成しました。 

 

２ 財務４表の作成基準 

本市の財務４表は、「改訂モデル」に示された作成手法を採用しています。 

具体的には、公共資産の算定にあたり、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表（以下、「決算統

計」）」の普通建設事業費の積み上げ及び減価償却計算を行ったほか、既存の歳入歳出決算書等を用い

て作成しました。 

また連結財務４表の作成にあたっては、連結対象となる団体において既に作成されている決算書類に

公会計財務４表の作成に必要な組み替えを行って作成しました。 

 

（１）対象年度 

平成 27 年度決算に基づく財務情報（基準日：平成 28 年 3 月 31 日） 

 

（2）作成対象範囲 

作成した財務４表は普通会計、連結の２つの種類であり、その対象範囲は下記のとおりです。 

 

公営事業会計 準公営企業会計
国民健康保険事業 簡 易 水 道 事 業
国 保 診 療 所 事 業 公 設 卸 売 市 場
介 護 保 険 事 業 と 畜 場 事 業
後期高齢者医療事業 農業集落排水事業

宅 地 造 成 事 業

駅周土地区画整理

公営企業会計 石原土地区画整理

上 水 道 事 業 河守土地区画整理

下 水 道 事 業
病 院 事 業

連結財務４表

第三セクター等

(出資比率50%以上)
一部事務組合等

府 自 治 会 館
管 理 組 合

地 域 情 報 通 信
ネットワーク事業

普通会計財務４表

休日急患診療所費

( 財 ) 福 知 山 市
都 市 緑 化 協 会

京都地方税機構

一 般 会 計

府 後 期 高 齢 者
医 療 広 域 連 合

府住宅新築資金等
貸付事業管理組合

大 江 観 光 ㈱

( 社 ) 福 知 山 市
文 化 協 会

福知山市上下水道
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ｾ ﾝ ﾀ ｰ ㈱

( 財 ) 福 知 山 市
体 育 協 会

    

 



３ 財務４表の概要 

公会計の財務４表とは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、｢純資産変動計算書｣、「資金収支計算

書」を指します。 

①「貸借対照表」 

資産、負債と純資産の３要素で構成され、資産をどれだけ保有しているか、また、将来世代の負担と

なる地方債等の債務を表します。 

②「行政コスト計算書」 

企業会計でいう「損益計算書」にあたるもので、本市が１年間に提供した行政サービスに要したコス

トとその財源である使用料や負担金等の収入の状況を表します。これにより算出される「純経常コス

ト」は純資産変動計算書の変動要因として計上されます。 

③「純資産変動計算書」 

貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように変動したかを表します。 

④「資金収支計算書」 

行政活動の資金の流れを分析します。資金増減を経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的

収支の３つに分類して表したものです。企業会計でいう「キャッシュフロー計算書」にあたります。「期末

歳計現金残高」が貸借対照表の現金と一致します。 

 

これら財務４表は、以下のように互いに関連しています。 

  

行 政 コ ス ト 計 算 書

資 産 の 部 負 債 の 部 経 常 行 政 コ ス ト

 ・・・・

 ・・・・ 純資産の部

　現金

 ・・・・ 純経常行政コスト

純資産変動計算書

期 首 純 資 産 残 高

│

純 経 常 行 政 コ ス ト

＋

一 般 財 源 、 補 助 金 受 入 等

±

臨 時 損 益 等

∥

期 末 純 資 産 残 高

貸借対照表

資金収支計算書

収 入

│

�

支 出

∥

歳 計 現 金 増 減 額

＋

期 首 歳 計 現 金 残 高

∥

期 末 歳 計 現 金 残 高

経 常 収 益

∥

│

 

 



＜２＞ 連結財務４表 

公会計制度では普通会計、特別会計、企業会計という地方公共団体全体の会計に加え、自治体と連

携協力して行政サービスを実施している一部事務組合、地方三公社、第三セクター等の関係団体や法

人をひとつの行政サービス実施主体とみなし、それらを連結して「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、

「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」を作成します。 

 

１ 連結の範囲 

① 普通会計 

●一般会計  

●休日急患診療所費特別会計 

●地域情報通信ネットワーク事業特別会計 

 

② 公営事業会計  

【公営事業会計】 

●国民健康保険事業特別会計 

●国民健康保険診療所費特別会計 

●介護保険事業特別会計（保険勘定・サービス勘定） 

●後期高齢者医療事業特別会計 

 

 【準公営企業会計（地方公営企業法非適用事業）】 

   ●と畜場費特別会計 

●公設地方卸売市場事業特別会計 

●簡易水道事業特別会計 

●農業集落施設事業特別会計 

●宅地造成事業特別会計 

●福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 

●石原土地区画整理事業特別会計 

●河守土地区画整理事業特別会計 

【公営企業会計（地方公営企業法適用事業）】 

   ●水道事業 

●病院事業（市民病院・大江分院） 

●下水道事業 

 

③ 一部事務組合等 

●京都府自治会館管理組合 

●京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 

●京都府後期高齢者医療広域連合 

●京都地方税機構 

 

④ 第三セクター等（市の出資比率が５０％以上の法人が連結対象） 

●大江観光（株） 

●福知山市上下水道サービスセンター（株） 

●(財)福知山市体育協会 

●(社)福知山市文化協会 

●(財)福知山市都市緑化協会 

 

 

 

 

 



２ 作成条件 

普通会計及び地方公営企業法非適用の公営事業会計については、総務省の決算統計や決算書等を

活用し作成、地方公営企業法を適用している３事業については当該会計の決算書等を活用して作成して

います。 

一部事務組合等については、一部事務組合等の財務４表のうち、本市の当年度経費負担割合相当分

を連結する「比例連結」を行います。 

第三セクター等については、各団体の会計基準に基づいて作成している決算書等を活用して作成して

います。 

これらについて公会計上必要最低限の組替えを行い連結した上で、連結対象となる会計間での繰出

し、繰入れ、出資、貸付等の相互取引があった場合は相殺処理を行います。 

 

３ 貸借対照表 

《概要》 

平成２８年３月３１日現在の資産の総額は 299,484 百万円 （299,875 百万円、0.1％減）、負債の総額は、

119,374 百万円 （118,510百万円、0.7％増）、資産と負債の差である純資産は180,110百万円（181,365百

万円、0.7％減）で、資産に対する負債の総額は 39.9％となっています。 

資産の部では、道路や学校等の公共資産が272,125百万円と資産全体の90.9％を占めており、一方、

負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が 99,779 百万円と負債全体の 83.6％を占めて

います。この地方債残高には、将来地方交付税で財源措置されるものも含まれており、53.5％が地方交

付税の算定基礎に含まれることが見込まれています。（（ ）内は前年度金額及び前年度比） 

 

〈用語解説〉 

〔資産の部〕 

１公共資産 

① 有形固定資産   

有形固定資産は、行政サービスを提供するために使用される本市及び関係団体等のあらゆる資産です。 

市の会計につきましては、決算統計にて分析された昭和４４年度以降の普通建設事業費を集計し、「改訂モデ

ル」で示された耐用年数区分に基づいて減価償却を行い、行政目的別に区分して計上しています。 

 

② 売却可能資産   

売却可能資産には、市の普通財産のうち遊休状態にあるものや売却可能な土地を、固定資産税評価額にて時

価評価を行って計上しています。  

 

２投資等 

① 投資及び出資金   

連結対象外の団体等への出資金等の現在高を計上しています。 

② 貸付金  

住宅新築資金、暮らしの資金等の市民向けの貸付金を計上しています。 

③ 基金等   

「特定目的基金」、「土地開発基金」、「定額運用基金」の残高等を計上しています。 

④ 長期延滞債権  

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権について計上しています。 

⑤ 回収不能見込額  

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し、資産から減額して

います。 

  ※表中では、④・⑤は「その他」に含まれています。 

 

３流動資産 

① 現金預金   

財政調整基金、減債基金、各会計の歳計現金に加え、各関係団体の現金預金残高を計上しています。 



② 未収金   

市税や使用料、事業収益等の収入未済額のうち、今年度に発生した債権について計上しています。 

 

〔負債の部〕 

１固定負債 

① 地方債   

地方債・長期借入金のうち、翌々年度以降に償還されるものを計上しています。 

② 長期未払金 

リース契約等の債務負担額を計上しています。 

③ 退職手当引当金等 

普通会計については、年度末において、職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当の額を計上して

います。公営企業会計については、決算書の数値を採用しています。 

 

２流動負債 

① 翌年度償還予定地方債  

地方債等のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上しています。 

② 短期借入金（翌年度繰上充用金）  

   市の特別会計における翌年度繰上充用金の額を計上しています。 

③ 未払金 

普通会計については、リース契約の翌年度支出予定額を計上しています。公営企業会計等については、決算

書等の数値を採用しています。 

④ 翌年度支払予定退職手当  

  翌年度に支払うことが予定されている退職手当の額を計上しています。 

⑤ 賞与引当金  

発生主義の考え方にもとづき翌年度（６月）に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当額を計上し

ています。 

  ※表中では、④・⑤は「その他」に含まれています。 

 

〔純資産の部〕 

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています。詳細は「純資産変動計算書」にて解説します。 

 

４ 行政コスト計算書 

《概要》 

経常行政コスト 77,486 百万円 （73,381 百万円、4.3％増）に対して、使用料・手数料等の経常収益の総

額は32,828百万円 （29,647 百万円、10.7％増）となっており、差し引きの純経常行政コストは 44,658百万

円 （43,734 百万円、2.1％増）となっています。 

性質別のコストでは、「移転支出的なコスト」が 37,275 百万円と全体の 48.1％を占め、そのうち 84.9％

の 31,648 百万円が社会保障給付にかかるものとなっています。「物にかかるコスト」は 24,413 百万円と

全体の 31.5％を占め、これには物件費 12,402 百万円、減価償却費 10,969 百万円等が含まれます。 

 

〈用語解説〉 

① 人にかかるコスト  

職員に対する給与や各種手当等にかかった 1 年間のコスト及び退職コスト等が計上されます。 

② 物にかかるコスト  

物件費、維持補修費、減価償却費等、物やサービス等を購入・使用することにより生じるコストを表します。 減

価償却費は、実態の現金支出は生じませんが、発生主義に立ち道路・公園・学校・保育所等の有形固定資産を１

年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。 

③ 移転支出的なコスト  

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです。加入団体への負担金や各種団

体に対する補助金（補助費等）、扶助費等の社会保障関係費等を計上します。 

④ その他のコスト  



支払利息として地方債等利子を計上するほか、回収不能見込計上額として１年間で新たに回収が困難となっ

た債権の額等について計上しています。 

⑤ 経常収益  

使用料・手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します。国保や介

護保険等の加入者保険料、上下水道の使用料等に加え連結対象団体の事業収入等が計上されます。 

⑥ 純経常コスト  

①～④の経常費用と⑤経常収益の差額が「純経常コスト」です。このコスト(赤字)を、市税や地方交付税、国府

補助金等で賄っていることを意味します。 

 

５ 純資産変動計算書 

《概要》 

期首純資産残高は 181,365 百万円であり、当年度の減少要因としては純経常コストとして 44,658 百万

円が、増加要因としては地方税11,609百万円や地方交付税11,122百万円等が計上され、期末純資産残

高は期首に比して 1,255 百万円減の 180,110 百万円となっています。 

 

〈用語解説〉 

① 純経常行政コストと財源調達（一般財源、補助金等受入）   

 行政コスト計算書で算出された純経常コストの金額に対して、一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度

あるかを見ることで、当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているかを表します。 

② 臨時損益  

災害復旧や公共資産の除売却、過年度損益修正損益等の臨時要因によるコストや収入の発生を表します。 

③ その他   

資産を時価評価することに伴う増減額や有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。 

 

６ 資金収支計算書 

《概要》 

経常的収支において 10,756 百万円の余剰、公共資産整備収支において 2,175 百万円の不足、投資・

財務的収支において 7,805 百万円の不足が生じたこと等によりまして、期首から 545 百万円の資金残高

増となっています。 

 

〈用語解説〉 

① 経常的収支の部  

  経常的収支の部には、公共資産整備支出（投資的経費）や投資・財務的支出（積立金、公債元金等）及びそれら

の特定財源以外のすべての収支を計上します。 

② 公共資産整備収支の部  

公共資産整備のための支出（＝投資的経費）とその特定財源を計上します。 

③ 投資・財務的収支の部   

  基金積立金、投資・出資金、貸付金、地方債償還等のための支出とその特定財源を計上する区分です。 



＜３＞ 普通会計の財務４表 

 本市における普通会計とは、一般会計、休日急患診療所費特別会計、地域情報通信ネットワーク事業

特別会計を指します。 

 

１ 貸借対照表 

〈用語解説〉 

〔資産の部〕 

１公共資産 

① 有形固定資産  

有形固定資産は、行政サービスを提供するために使用される本市のあらゆる行政資産です。 

決算統計にて分析された昭和４４年度以降の普通建設事業費を集計し、「改訂モデル」で示された耐用年数区

分に基づいて減価償却を行い、行政目的別に区分して計上しています。 

② 売却可能資産  

市の普通財産のうち遊休状態にあるものや売却可能な土地を、固定資産税評価額にて時価評価を行って計上

しています。 

 

２投資等 

① 投資及び出資金  

第三セクター等への出資金等の現在高を計上しています。 

② 貸付金  

病院事業への貸付金や暮らしの資金等の市民への貸付金を計上しています。 

③ 基金等 

「特定目的基金」、「土地開発基金」、「定額運用基金」の残高を計上しています。 

④ 長期延滞債権  

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権について計上しています。 

⑤ 回収不能見込額  

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し、資産から減額して

います。 

 ※表中では、④・⑤は「その他」に含まれています。 

 

３流動資産 

① 現金預金   

財政調整基金、減債基金、歳計現金を計上しています。 

② 未収金  

市税や使用料等の収入未済額のうち、今年度に発生した債権について計上しています。 

 

〔負債の部〕 

１固定負債 

① 地方債  

地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものを計上しています。 

② 長期未払金  

リース契約等の債務負担額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

年度末において、職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当の額を計上しています。 

 

２流動負債 

① 翌年度償還予定地方債  

地方債のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上しています。 

② 未払金  

リース契約の翌年度支出予定額を計上しています。 



③ 翌年度支払予定退職手当  

 翌年度に支払うことが予定されている退職手当の額を計上しています。 

④ 賞与引当金 

発生主義の考え方にもとづき翌年度（６月）に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当額を計上し

ています。 

 ※表中では、③・④は「その他」に含まれています。 

 

〔純資産の部〕 

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています。詳細は「純資産変動計算書」にて解説します。 

 

２ 行政コスト計算書 

〈用語解説〉 

① 人にかかるコスト  

  職員に対する給与や各種手当等にかかった 1 年間のコスト及び退職コスト等が計上されます。 

② 物にかかるコスト  

 物件費、維持補修費、減価償却費等、物やサービス等を購入・使用することにより生じるコストを表します。 減

価償却費は、実態の現金支出は生じませんが、発生主義に立ち道路・公園・学校・保育所等の有形固定資産を１

年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。 

③ 移転支出的なコスト  

   現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです。加入団体への負担金や各種団

体に対する補助金（補助費等）、扶助費等の社会保障関係費、特別会計への繰出金等を計上します。 

④ その他のコスト  

  支払利息として地方債利子を計上するほか、回収不能見込計上額として１年間で新たに回収が困難となった債

権の額等を計上しています。 

⑤ 経常収益 

使用料・手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します。 

⑥ 純経常コスト  

①～④の経常費用と⑤経常収益の差額が「純経常コスト」です。このコスト(赤字)を、市税や地方交付税、国府

補助金等で賄っていることを意味します。 

 

３ 純資産変動計算書 

〈用語解説〉 

① 純経常行政コストと財源調達（一般財源、補助金等受入）   

 行政コストで算出された純経常コストの金額に対して、一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度あるかを

見ることで、当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているかを表します。 

② 臨時損益  

   災害復旧や公共資産の除売却、投資損失等の臨時要因によるコストや収入の発生を表します。 

③ その他   

資産を時価評価することに伴う増減額や有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。 

  

４ 資金収支計算書 

〈用語解説〉 

① 経常的収支の部   

経常的収支の部には、公共資産整備支出（投資的経費）や投資・財務的支出（積立金、公債元金等）及びそれ

らの特定財源以外のすべての収支を計上します 

② 公共資産整備収支の部   

公共資産整備のための支出（＝投資的経費）とその特定財源を計上します。 

③ 投資・財務的収支の部   

 基金積立金、投資・出資金、貸付金、地方債償還等のための支出とその特定財源を計上する区分です。 
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